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１ 地球環境の保全 ・本県の温室効果ガス総排出量は、1,135万トン（平成28年度）であり、平成
25年度比で横ばい（0.3％増）

→ 国全体での温室効果ガス総排出量は、12億9,200万トン（平成29年度）であり、
平成25年度比で8.4％の減少

・全国と比較して、産業部門の排出割合が低く、業務・家庭部門の排出割合が
高い

→ 各部門の二酸化炭素排出割合(％)(H28(2016))

民生（38.5％）

全国 産業(40.6):業務(20.6):家庭(17.9):運輸(20.9)

民生（48.6％）

本県 産業(27.7):業務(26.8):家庭(21.8):運輸(23.7)

・県庁グリーン化率先行動プラン（平成12年３月策定）に基づき、庁舎等の
CO2排出抑制（省エネ）、省資源・リサイクル等の取組の推進

→ 平成30年度実績（平成25年度比）
CO2排出量 ▲５%
電気使用量 ＋４%
冷暖房用等燃料使用量 ▲12%(CO2換算）
公用車燃料使用量 ▲14%(CO2換算）
水使用量 ▲１%
可燃ごみ排出量 ▲３%
用紙類使用量 ＋２%

(参考）
国では、庁舎や公用車の使用等に伴う温室効果ガスの令和12（2030）年度の
排出量を平成25（2013）年度比40％削減することを目標に設定

・地球温暖化に伴う気候変動が一因と考えられる豪雨などの異常気象が全国各地
で発生

基本的な考え方・主な取組

【県民、事業者等による温室効果ガスの排出抑制】
○温室効果ガス削減に向け、本県ならではの取組である各環境ＩＳＯ等のさらなる
普及拡大や、環境への理解促進を図る。

・エコファミリー倍増に向けた取組の加速化（Ｒ２：5,000千円）
スマートフォンアプリ運用による省エネ・節電効果の見える化

新 いしかわ工場・施設版環境ＩＳＯの創設（Ｒ２：22,000千円）
県独自の中小事業所向け環境マネジメントシステムを新たに創設、
省エネ設備を導入する事業者を支援

（現状） （目標値：令和７年度）
いしかわ家庭版環境ＩＳＯ 66,583家庭（H30年度末） → 120,000家庭

〃 地域版 〃 94地域（H30年度末） → 120地域
〃 学校版 〃 291校（H30年度末） → 県内全校認定
〃 事業者版 〃 807事業所（H30年度末）→  1,000事業所

【県庁における温室効果ガスの排出抑制】
○廃棄物の減量化・リサイクルやグリーン購入等を通じて、環境への負荷の少ない
社会の構築に寄与する。

・環境マネジメントシステムの運用（Ｒ２：989千円）
県庁（本庁舎、保健環境センター及び工業試験場）において、IS014001を適切に
運用

・県有施設全体での省資源・省エネルギーの取組の推進
施設の新築及び改修時における最新の省エネルギー設備の導入、職員の啓発に
よるプラスチックごみの削減、用紙類の使用量削減など

県庁全体（出先機関や指定管理者制度導入施設を含む）の温室効果ガスの削減目標
令和12(2030)年度の排出量を平成25(2013)年度比40％削減することを目標に設定

【気候変動の影響への適応】
○気候変動が一因と考えられる異常気象を想定した対応として、気候変動の予測、
影響及び適応策等に関する情報の収集・提供に引き続き取り組む。

・国や金沢地方気象台、大学等との連携による本県の気候変動の予測等の情報
収集

・石川県気候変動適応センターを拠点として、気候変動の影響や適応に関する
情報を収集、発信

令和２年度における主な環境施策の取組 資料３

※本県の現状は計画改定時の値
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基本的な考え方・主な取組

２ 循環型社会の形成 ・一般廃棄物について、排出量及び最終処分量は、減少傾向にあるものの、再生
利用率は、ほぼ横ばいで推移

（平成29年度）
排出量 約40万7千トン（H25年度比▲4%）
再生利用率 約14.4％ （H25年度比＋0.1ﾎﾟｲﾝﾄ）
最終処分量 約47千トン（H25年度比▲19％）

・産業廃棄物について、排出量及び再生利用率は、ほぼ横ばいで推移しているもの
の、最終処分量は減少

（平成29年度）
排出量 約322万トン（H25年度比▲3%）
再生利用率 約55% （H25年度比±0ﾎﾟｲﾝﾄ）
最終処分量 約73千トン （H25年度比▲18％）

（参考）
・食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年５月公布、同年10月施行）
・国はプラスチック資源循環戦略を策定（令和元年５月）

・大規模災害に備え、県では、石川県災害廃棄物処理指針を策定しており、市町に
おいても災害廃棄物処理計画の策定を進めている

・ＰＣＢ廃棄物及びＰＣＢ使用製品については、650事業場（平成29年度末現在）
で保管

・本県が、国の補助金を活用して市町と連携しながら回収した海岸漂着物の量
（木造船含む）は、平成30年度において663トン

・排出事業者や処理業者による不適正処理は減少

【廃棄物等の排出抑制・再使用・再生利用】
○循環型社会の形成に向けて、食品ロスやプラスチックごみ削減に係る啓発など、廃
棄物等の排出抑制・再使用・再生利用の３Ｒや、熱回収を引き続き推進する。

新 プラスチック資源循環の推進（Ｒ２：3,000千円）
レジ袋以外の使い捨てプラスチック使用抑制に向けた取組みの推進

・食品ロス削減対策の推進（Ｒ２：1,200千円）
食品ロスの削減に取り組む飲食店等の登録制度を通じた普及啓発の推進

（平成29年度） （目標値：令和７年度）

１人１日当たりごみ排出量 968ｇ → 880ｇ
一般廃棄物の最終処分量 47千トン →   40千トン
産業廃棄物の最終処分量 73千トン →   72千トン

美味しいいしかわ食べ切り協力店の登録店舗数
（令和元年10月）（目標値：令和５年度）

1,069店舗 →  1,500店舗

【適正な処分】
○災害廃棄物処理体制の構築やＰＣＢ廃棄物等の適正処理のさらなる推進を図る。

・市町における災害廃棄物処理計画の策定や見直しの支援

・ＰＣＢ廃棄物処理対策の推進（Ｒ２：4,805千円）
ＰＣＢ廃棄物の保管事業者等に対する届出の徹底やＰＣＢ使用安定器等の掘り起こし
調査の実施

（平成30年度） （目標値：令和２年度）
災害廃棄物処理計画の策定市町数 ３市 → 19市町

（平成29年度） （目標値：令和８年度）
ＰＣＢ廃棄物の保管事業者数 650事業所 →  ０事業所

〇市町等と連携し、海洋ごみの円滑かつ適正な処理等を推進する。
・海岸漂着物等対策の推進（Ｒ２：138,922千円）

県内市町と連携した海岸漂着物や漂流・海底ごみの円滑な処理の実施など

【不適正処理の防止】
○産業廃棄物監視機動班による監視・指導等により、引き続き、廃棄物の不適正処理
の未然防止を図る。

・不法投棄等不適正処理防止対策の推進（Ｒ２：15,861千円）
産業廃棄物監視機動班の南加賀、石川中央、能登中部、能登北部の各保健福祉
センターへの配置等により不適正処理事案の早期発見・早期対応を推進
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３ 自然と人との共生 ・高山帯を有する白山から、長く複雑な海岸線を有する能登半島まで、多様性に
富んだ豊かな自然環境

・石川の優れた自然環境や自然景観を有する地域を保護していくため、
自然公園 国立公園：25,735ha、国定公園：10,453ha

県立自然公園：16,376ha
自然環境保全地域（特別地区：938.0ha、普通地区：112.5ha）

が指定され、これらの面積の合計は53,615haと県土面積の12.8％を占める。

・里山は、県土の約６割を占める身近な自然環境であり、水源かん養等公益的機
能や生物多様性の確保の面から、その重要性が認識

・多様な主体の参画による里山里海づくりの推進及び里山里海における新たな
価値の創造を促進

・高山帯を持つ白山を擁するなど、変化に富んだ自然環境の中で多種多様な野生
生物が生息

・希少野生動植種の保全対策、外来種への対策など、種の保存の取組を推進
→ 県指定希少野生動植物種：20種（動物9種、植物11種）
→ トキ・ライチョウの飼育・繁殖
→ 外来種対策：オオキンケイギク除去イベント(住民参加)

アライグマ防除講習会、防除マニュアル

・ツキノワグマについては、近年、人身事故や林木被害、市街地への出没が発生

・イノシシ・ニホンジカの生息数増加や分布拡大による農林水産業被害の深刻化
生態系への影響が懸念される。
→ 推定個体数 イノシシ ：H29 約29,000頭（中央値）

ニホンジカ：H30 約 4,400頭（中央値）
→ 農林業被害額 イノシシ ：H30 115,699千円

ニホンジカ：H30 62千円
→ 被害発生市町は、H10の1市（加賀市）から、H25以降は県下全域へと拡大

基本的な考え方・主な取組

【自然公園の適切な保護管理】
○自然公園をはじめとする自然環境の保護管理について、引き続き、適切に推進する。

・白山登山施設の公衆トイレの建替（Ｒ２：債務を含め274,660千円）
白山室堂（7月使用開始）
南竜ヶ馬場（工事着手）

・国定公園等の環境整備（Ｒ２：16,772千円）
能登千里浜休暇村野営場の整備

【里山里海の保全・利用】
○里山づくりＩＳＯ等の取組により、引き続き、多様な主体の参画による保全活動の
促進を図る。加えて、里山里海の資源を活用した生業の創出や、地域づくり、人材
育成など、里山里海の新たな価値の創造につながる取組についても推進する。

・いしかわ版里山づくりＩＳＯの推進（Ｒ２：3,800千円）
企業、団体、学校など多様な主体が取り組む里山里海の保全活動等を県が認証し、
多様な主体の活動への参画を促進

・「いしかわ里山振興ファンド」の活用
里山里海の地域資源を活用した地域活性化につながる民間の取組などに支援

（平成30年度末） （目標値：令和７年度）
いしかわ版里山づくりＩＳＯ認証団体数 300団体 → 400団体

【種の保存の推進】
○引き続き希少野生動植物の保全対策や外来種対策に努めるほか、トキやライチョウ
の飼育・繁殖による種の保存や公開展示等による希少種保護、自然環境保全への意
識醸成を図る。

・トキ分散飼育の推進（Ｒ２：46,843千円）
いしかわ動物園での飼育繁殖の実施

・ライチョウ飼育の推進（Ｒ２：13,705千円）
いしかわ動物園での飼育繁殖の実施

（令和元年度末） （目標値：令和７年度）
「いしかわレッドデータブック」 15種 → 維持

掲載の絶滅危惧種

【野生鳥獣の保護管理の推進】
○野生鳥獣の適正な保護及び管理を推進するほか、捕獲の担い手となる狩猟者の確
保・育成を図る。

・狩猟者の確保・育成（Ｒ２：11,230千円）
女性を対象とした狩猟の魅力体験ツアーの実施など

（平成30年度） （目標値：令和７年度）
農林水産被害・人身被害の防止 ・クマによる人身被害：２件 → 被害の減少

・農林業被害：131百万円
（面積：約138ha）



テ ー マ 本 県 の 現 状

4

４ 生活環境の保全 ・水・大気などの生活環境は概ね良好
→ 全ての公共用水域において、人の健康の保護に関する環境基準を達成

生活排水処理施設の普及率 94.2％（全国は91.4％、Ｈ30末）
→ 大気は、光化学オキシダントを除く全ての項目で環境基準を達成

・地域における環境保全の一環として、環境美化や生活空間の緑化を推進
→ アドプト制度による環境美化活動団体への支援

計89団体（道路60団体、河川27団体、港湾2団体）（H30末）
→ 河川愛護団体（389団体）により県管理113河川・延長約613kmにわたり草刈りや

清掃を実施（H30末）
→ 1人当たり都市公園面積 14.71㎡（H29末：全国14位）

・環境影響評価制度の適切な運用を通じ、開発事業における環境配慮を推進

（参考）
環境影響評価法への対象事業の追加

平成24年10月 風力発電所
令和２年４月 太陽光発電所

基本的な考え方・主な取組

【水環境・大気環境の保全】
○水環境や大気環境などの生活環境の保全について、関係法令等に基づき、常時
監視や、工場及び事業場への立入検査等を、引き続き実施する。

・水質環境基準等の監視調査（Ｒ２：42,712千円）
県内全域における公共用水域及び地下水の水質状況についてモニタリング調査
・河川、湖沼、海域

調査地点：49水域147地点
調査項目：BOD、COD、pH、カドミウム等56項目

・地下水
観測井戸：155井戸
調査項目：カドミウム、ヒ素等31項目

（平成30年度）（目標値：令和７年度）
公共用水域の環境基準達成率 92％ → 92％以上
生活排水処理施設の普及率 94.2％ → 97.0％

・大気汚染の常時監視の実施（Ｒ２：78,544千円）
ＰＭ2.5などの大気汚染物質の測定局における常時監視
・一般大気環境測定局：16局（珠洲市～加賀市）
・自動車排出ガス測定局：１局（野々市市）
※県設置局。このほか金沢市において９局、七尾市において１局設置

（平成30年度） （目標値：令和７年度）
大気汚染に係る環境基準 全ての測定局で → 全ての測定局で

（光化学オキシダントを除く項目）環境基準を達成 環境基準を達成

【環境美化、修景、景観形成】
○道路や河川の環境美化や、都市の緑化、景観保全等についても、引き続き、県民
や事業者、ＮＰＯ等との協働により、生活環境の維持向上に努める。

【開発行為に係る環境配慮】
○開発行為に係る環境配慮については、引き続き、関係法令に基づき、今般対象
事業となった太陽光発電所も含め、環境影響評価制度の適正な運用を図る。

・環境影響評価の審査
一定規模以上の開発事業に係る環境影響評価の手続きについて審査

配慮書→方法書→準備書→評価書→環境保全措置等の報告書
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５ 質の高い環境の形成
に資する産業活動の
推進

・企業における環境配慮の取組が拡大

→ いしかわ事業者版環境ISOに取り組む県内事業者：807事業所（H30末）

→ 県内主要スーパー等(39事業者・約1,000店舗)が県とのマイバッグ等の持参促進

及びレジ袋削減に関する協定を締結し、有料化等によりレジ袋の削減に取り組む

とともに、収益金を環境団体等へ寄附

→ 環境保全に役立つ石川発の優れた製品･サービスをいしかわエコデザイン賞として

表彰

基本的な考え方・主な取組

【環境に配慮した事業活動の推進】

○事業者版環境ＩＳＯへの登録やいしかわエコデザイン賞の贈賞等を通じ、引き

続き、環境に配慮した取組を促進する。

・エコ関連産業への参入に向けた気運醸成（Ｒ２：1,600千円）

環境保全に役立つ優れた製品やサービスに対し「いしかわエコデザイン賞」を贈賞

（参考）受賞件数

Ｒ１：16件（製品領域8件/ｻｰﾋﾞｽ領域8件）

Ｈ30：14件（製品領域7件/ｻｰﾋﾞｽ領域7件）

Ｈ29：13件（製品領域8件/ｻｰﾋﾞｽ領域5件）

・各種ファンドや融資等の制度を活用し、地域資源を活用した環境関連技術や

製品・サービスの開発、里山里海地域における生業づくり・地域づくり等の

取組の支援

（平成30年度末）（目標値：令和７年度）

いしかわエコデザイン賞の受賞件数 109件 → 200件

６ 環境を通じた
人づくり・地域づくり

・全てのライフステージにおいて幅広く環境教育・環境学習を推進

→ 環境フェアや県民エコステーション、いしかわ環境情報サイト等を通じて環境

情報を提供

→ いしかわ家庭版環境ＩＳＯ 66,583家庭(H30)

〃 地域版 〃 94地域(H30)

〃 学校版 〃 291校(H30)

〃 事業者版 〃 807事業所(H30)

→ いしかわ自然学校において、子どもから大人までを対象に、多彩な自然体験プロ

グラムを提供

白山まるごと体験教室（白山自然保護センター）や、体験スノーケリング、

磯観察(のと海洋ふれあいセンター) など、653プログラムに39,212人参加

（H30）

【環境教育・環境学習の推進】

○県民エコステーション等を通じて、環境情報等を提供するとともに、学校や地

域、家庭、職場など全てのライフステージにおいて環境教育・環境学習を推進

する。

・県民エコステーション事業（Ｒ２：23,929千円）

地球温暖化防止対策など県民、事業者等の自発的な環境保全活動を支援

（エコステーションの活動内容）

環境保全のための情報提供、情報交換、交流、環境学習の拠点

・保育所・幼稚園・認定こども園における環境教育の推進

エコ保育所・幼稚園・認定こども園の認定など

・家庭や職場、地域等における環境学習の推進

いしかわ版環境ISO（家庭版・地域版・事業者版）、いしかわ版里山づくりISOを

通じた自主的な環境活動の推進など

・いしかわ自然学校の推進（Ｒ２：7,974千円）

行政、民間団体、事業者が連携し、各種自然体験プログラムを提供

（平成30年度）（目標値：令和７年度）

保育所・認定こども園における環境教育の推進 100％ → 100％

幼稚園における環境教育の推進 100％ → 100％


